

· 一般施策経費等の見直しや歳入の確保を着実に進め、財政再建プログラム(案)に掲げた改革
効果額を上回る取組みを実施しました。　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円、一般財源ベース）
	財政再建プログラム（案）の集中改革期間（２０～２２年度）
	
	効　果　額

	主な取組内容
	効　果　額
	
	20年度

実　績
	21年度

実　績
	22年度

実績見込

	
	（20年度）
	（21年度）
	（22年度）
	
	
	
	

	（１）一般施策経費
	
	一般施策経費

	○市町村施設整備資金貸付金
	243
	322
	335
	
	244
	316
	359

	○私学助成
	
	
	
	
	
	
	

	○４医療費公費負担助成事業
	
	
	
	
	
	
	

	○小規模事業経営支援事業費補助金
	
	
	
	
	
	
	

	○府営住宅（管理等）
	
	
	
	
	
	
	

	（２）建設事業
	
	建設事業

	○原則２割程度の縮減
	75
	75
	80
	
	75
	83
	81

	（３）人 件 費
	
	人 件 費

	○給与のカット等
	329
	452
	452
	
	329
	470
	484

	○給与等制度の見直し
	
	
	
	
	
	
	

	○その他の見直し
	
	
	
	
	
	
	

	（４）歳入の確保
	
	歳入の確保

	○府有財産の売却の上積み
	453
	α
	α
	
	443
	145
	25

	○市町村施設整備貸付金の繰上償還
	
	
	
	
	
	
	

	○基金の活用　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　計
	1,100
	849＋α
	867＋α
	
	1,091
	1,014
	949


※各年度最終予算ﾍﾞｰｽで算定[image: image1.png]



平成20年度から平成22年度までの取組み実績
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